
制度改正の内容

改正前(令和６年９月分まで) 改正後(令和６年１０月分以降)

支給対象児童
１５歳到達後の最初の年度末

(中学生年代)まで
１８歳到達後の最初の年度末

(高校生年代)まで

第３子以降のカウント方法
(多子加算)

１８歳到達後の最初の年度末までの
子どもから第1子としてカウント

２２歳到達後の最初の年度末までの
子どもから第1子としてカウント

所得制限 あり なし

手当月額

・３歳未満：１５,０００円

・３歳から小学校修了前まで
第１子・第２子：１０,０００円
第３子以降 ： １５,０００円

・中学生：１０,０００円

・３歳未満
第１子・第２子：１５,０００円
第３子以降：３０,０００円

・３歳から１８歳まで
第１子・第２子：１０,０００円
第３子以降：３０,０００円

支払期月
年３回

(２月・６月・１０月)
年６回
(偶数月)

今回の制度改正により、手続きが必要な方

※「第３子以降のカウント方法(多子加算)」は、監護に相当する世話などをし、生計費を負担している場合
のみカウントします。

※必要な書類を確認し、手続きをお願いします。その他追加で必要な書類を求める場合があります。
※同封していない書類については、子育て支援課窓口もしくは津島市のホームページにありますので、
ご確認ください。
※手続要否確認フローチャートは、津島市のホームページに掲載しています。

児童手当制度の改正（拡充）のご案内
児童手当が令和６年１０月分（令和６年１２月支給分）から変わります



津島市に住民票を有している方で、高校生年代までの児童を養育している方
※父母が共に児童を養育している場合は、原則として所得が高い方が受給資格者に
なります。

受給資格者（請求者）について

改正（拡充）で新たに対象となる方の
手続きの期限

令和６年１０月３１日（木）まで
【最終期限】令和７年３月３１日（月）

手続書類を令和６年１０月３１日（木）までにご提出ください。
この期限までに「児童手当認定請求書」の提出がない場合は、令和６年１０月・

１１月分の手当の支給月は１２月ではなく、令和７年１月以降になります。
同様に、「児童手当額改定認定請求書」、「監護相当・生計費の負担についての

確認書」についても提出がない場合は、改正（拡充）後の多子加算額の適用がない
手当額が支給されます。
なお、最終期限の令和７年３月３１日までに申請していただければ、令和６年

１０月分に遡及して手当を支給します。最終期限を過ぎた場合は、申請した月の
翌月分からの支給になりますので、ご了承ください。

偶数月の１０日支払日

※１０日が土・日・祝日の場合はその直前の金融機関営業日になります。

お問い合わせは
津島市役所
健康福祉部子育て支援課子育て支援グループ
電話：０５６７－２４－１１２１

その他 ①児童の保護者（生計中心者）が公務員の場合は、
勤務先（所属庁）で手続きを行ってください。

②令和６年９月３０日以前に津島市から転出する場合は、
転入先の自治体で手続きを行ってください。

詳しくは津島市ホームページの「各種手当・給付・支援等」の
「児童手当の制度改正のご案内」をご覧ください。

申請方法 〇窓口申請（津島市役所 ２階 子育て支援課）

〇郵送
（〒496-8686 津島市立込町２丁目２１番地

津島市役所 子育て支援課 児童手当係 行）

〇電子申請
（「マイナポータル ぴったりサービス」https://myna.go.jp）
【電子申請の手順】
ぴったりサービスのサイトにアクセス→
市町村検索で「愛知県」、「津島市」を選択→
キーワード検索で「児童手当」を検索→事務手続名を選択
（認定請求書の場合）「児童手当等の受給資格及び児童手当の額についての認定
請求」を選択し、申請する


